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附表  各国の締結した通商条約（表附 -3 以下は、日本又は米国と締結したもの以前のものに限る。）の情報通信関係規定の項目  

 

表附 -1 日本の締結した通商条約の情報通信関係規定の項目比較  
                       通 商 条 約  

項 目  

G AT S  ①  ②  ③  ④  ⑤  ⑥  ⑦  ⑧  ⑨  ⑩  ⑪  ⑫  ⑬  ⑭  ⑮  ⑯  ⑰  ⑱  ⑲  ⑳  

電 気 通 信 ル ー ル                       

・ 公 衆 電 気 通 信 伝 送 網 ・ サ ー ビ ス に 係 る ル ー ル                       

公 衆 電 気 通 信 伝 送 網 ・ サ ー ビ ス へ の ア ク セ ス ・ 利 用  附 5            附 3  11 8  1 0 . 3  附 3  1 3 . 4  8 . 4 4   附 3  8 . 4 4  附 4  

[ 1 ]公 衆 電 気 通 信 事 業 者 の 相 互 接 続 の 確 保 (秘 密 の 保 持 を 含 む 。 )   附 Ⅳ 1   約   約  約  約  約   約  附 4   1 0 . 1 0 I  附 6 I  1 3 . 5 . 1  8 . 4 7 ,  5 6   附 8 . 1 * 5  8 . 4 7 ,  5 6  附 9 . 1 , 2  

[ 2 ]番 号 ポ ー タ ビ リ テ ィ           附 8   附 5  11 9  1 0 . 5   1 3 . 5 . 2  8 . 4 5   附 4 * 1  8 . 4 5  附 5 * 2  

[ 6 ]再 販 売 の 許 容             附 6  1 2 2   附 5   8 . 4 6    8 . 4 6   

[ 3 ]ダ イ ヤ リ ン グ ・ パ リ テ ィ 、 電 話 番 号 使 用 の 非 差 別               1 0 . 6   1 3 . 5 . 3 *

3  

     

[ 4 ]国 際 移 動 端 末 ロ ー ミ ン グ ・ サ ー ビ ス 料 金 の 透 明 性 ・ 合 理 性 促 進                 1 3 . 6  8 . 5 7    8 . 5 7  附 2 2  

[ 2 0 ]海 底 ケ ー ブ ル シ ス テ ム へ の ア ク セ ス               1 0 . 4        附 1 8  

・ 主 要 な サ ー ビ ス 提 供 者 の ル ー ル                       

[ 5 ]不 利 で な い 待 遇             附 7  1 2 1  1 0 . 8   1 3 . 7  8 . 4 8 . 2   附 6  8 . 4 8 . 2  附 7  

競 争 条 件 セ ー フ ガ ー ド  約 参 1  附 Ⅱ   約   約  約  約  約  附 2  約  附 8  1 2 0  1 0 . 7  附 4  1 3 . 8  8 . 4 8 . 1   附 5  8 . 4 8 . 1  附 6  

[ 6 ]再 販 売 の 許 容               1 0 . 9   1 3 . 9    附 7  * 4   附 8  * 1 4  

[ 9 ]ネ ッ ト ワ ー ク 要 素 の ア ン バ ン ド ル の 義 務 づ け 権 限 の 付 与               1 0 . 11   1 3 . 1 0      附 1 9  * 1  

相 互 接 続  約 参 2  附 Ⅳ 2 , 4 - 7

Ⅴ  

 約   約  約  約  約  附 3  約  附 9  1 2 3  1 0 . 1 0 I I  附 6 I I  1 3 . 11  8 . 4 8 . 3   附 8 . 2 - 6  8 . 4 8 . 3  附 9 . 3  

  技 術 的 に 実 行 可 能 な 全 て の 接 続 点 で の 相 互 接 続  約 参 2 . 2  附 Ⅳ 2   約   約  約  約  約  附 3Ⅱ  約  附 9 Ⅰ  1 2 3Ⅰ  1 0 . 1 0 I I  附 6 I I  1 3 . 11 . 1  8 . 4 8 . 3   附 8 . 2  8 . 4 8 . 3  附 9 . 3  

  差 別 的 で な い 条 件 及 び 料 金  約 参 2 . 2  附 Ⅳ 2   約   約  約  約  約  附 3Ⅱ  約  附 9 Ⅰ  1 2 3Ⅰ  1 0 . 1 0 I I  附 6 I I  1 3 . 11 . 1  8 . 4 8 . 3   附 8 . 2  8 . 4 8 . 3  附 9 . 3  

  自 己 の 子 会 社 等 よ り も 不 利 で な い 品 質  約 参 2 . 2  附 Ⅳ 2   約   約  約  約  約  附 3Ⅱ  約  附 9 Ⅰ  1 2 3Ⅰ  1 0 . 1 0 I I  附 6 I I  1 3 . 11 . 1  8 . 4 8 . 3   附 8 . 2  8 . 4 8 . 3  附 9 . 3  

  細 分 化 さ れ 透 明 で 合 理 的 な 条 件 ,原 価 に 照 ら し て 定 め る 料 金  約 参 2 . 2  附 Ⅳ 2   約   約  約  約  約  附 3Ⅱ  約  附 9 Ⅰ , Ⅱ ,  

Ⅲ  

1 2 3Ⅰ  1 0 . 1 0 I I  附 6 I I  1 3 . 11 . 1  8 . 4 8 . 3   附 8 . 2  8 . 4 8 . 3  附 9 . 3  

  [ 1 0 ]加 入 者 回 線 の 細 分 化   附 Ⅳ 2   約   約  約  約  約   約            

  伝 送 網 の 終 端 点 以 外 の 接 続 点 で の 相 互 接 続  約 参 2 . 2  附 Ⅳ 2   約   約  約  約  約  附 3Ⅱ  約  附 9 Ⅰ  1 2 3Ⅰ  1 0 . 1 0 I I  附 6 I I  1 3 . 11 . 1  8 . 4 8 . 3   附 8 . 2  8 . 4 8 . 3  附 9 . 3  

  [ 1 1 ]接 続 約 款 に よ る 相 互 接 続   附 Ⅳ 4   約   約  約  約  約   約  附 9 Ⅵ  1 2 3Ⅱ          

  [ 1 2 ]接 続 約 款 の 認 可 制   附 Ⅳ 4   約   約  約  約  約   約  附 9 Ⅵ        (附 8 . 3 )  

* 1 2  

 (附 9 . 4 )  

* 1 2  

  [ 1 3 ]接 続 約 款 又 は 協 定 に よ る 相 互 接 続           附 3Ⅵ   附 9 Ⅶ  1 2 3Ⅲ  1 0 . 1 0 I I I   1 3 . 11 . 2 ,  

3  

8 . 4 8 . 4   附 8 . 3  8 . 4 8 . 4  附 9 . 4  

  交 渉 手 続 き の 公 の 利 用 可 能 性  約 参 2 . 3  附 Ⅳ 6   約   約  約  約  約  附 3Ⅳ  約  附 9 Ⅸ  1 2 3Ⅳ  1 0 . 1 0 I V  附 6 I I  1 3 . 11 . 4  8 . 4 8 . 5   附 8 . 4  8 . 4 8 . 5  附 9 . 5  

  相 互 接 続 に 関 す る 取 り 決 め の 透 明 性  約 参 2 . 4  附 Ⅳ 7   約   約  約  約  約  附 3Ⅴ  約  附 9 Ⅹ  1 2 3Ⅴ  1 0 . 1 0 V  附 6 I I  1 3 . 11 . 5  8 . 4 8 . 6   附 8 . 5  8 . 4 8 . 6  附 9 . 6  

  [ 1 5 ]相 互 接 続 を 通 じ 取 得 し た 秘 密 の 保 持              1 2 3Ⅵ  1 0 . 1 0 V I    8 . 4 8 . 7   附 8 . 6  8 . 4 8 . 7   

  相 互 接 続 の 紛 争 解 決  約 参 2 . 5  附 V   約   約  約  約  約  附 3Ⅶ  約  附 9 Ⅺ   1 0 . 1 0 I I I   1 3 . 2 1  

* 6  

     

[ 1 7 ]専 用 回 線 に よ る サ ー ビ ス の 提 供 及 び 料 金             附 1 0  1 2 4  1 0 . 1 2   1 3 . 1 2    附 9   附 1 0  

[ 1 8 ]コ ロ ケ ー シ ョ ン 等 の 確 保   附 Ⅳ 3   約   約  約  約  約  附 3Ⅲ  約  附 9 Ⅴ   1 0 . 1 3   1 3 . 1 3  8 . 4 8 . 8   附 1 0  * 5  

* 7  

8 . 4 8 . 8  附 11  * 1  

[ 1 9 ]電 柱 ,管 路 ,線 路 敷 設 権 へ の ア ク セ ス               1 0 . 1 4   1 3 . 1 4      附 2 0  * 1  

[ 2 0 ]海 底 ケ ー ブ ル シ ス テ ム へ の ア ク セ ス                 1 3 . 1 5       

・ 政 府 規 制 に 関 す る ル ー ル                       

独 立 の 規 制 機 関  約 参 5  附 Ⅶ   約   約  約  約  約  附 6  約  附 1 3  1 2 5  1 0 . 1 5  附 7  1 3 . 1 6  8 . 4 9   附 11  8 . 4 9  附 1 2  

ユ ニ バ ー サ ル サ ー ビ ス  約 参 3  附 Ⅵ   約   約  約  約  約  附 4  約  附 11  1 2 6  1 0 . 1 6  附 8  1 3 . 1 7  8 . 5 0   附 1 2  8 . 5 0  附 1 3  

免 許 の 基 準 ・ 標 準 処 理 期 間 の 公 の 利 用 可 能 性 、 拒 否 理 由 の 教 示  約 参 4  附 Ⅲ   約   約  約  約  約  附 5  約  附 1 2  1 2 7  1 0 . 1 7  附 9  1 3 . 1 8  8 . 5 1   附 1 3  8 . 5 1  附 1 4  

希 少 な 資 源 の 分 配 及 び 利 用  約 参 6  附 Ⅷ   約   約  約  約  約  附 7  約  附 1 4  1 2 8  1 0 . 1 8  附 1 0  1 3 . 1 9  8 . 5 2   附 1 4  8 . 5 2  附 1 5  

[ 2 3 ]規 制 機 関 に よ る 執 行                 1 3 . 2 0       

[ 2 4 ]紛 争 解 決             附 1 5  1 3 0  1 0 . 2 1  附 1 2  1 3 . 2 1  8 . 5 4   附 1 6  8 . 5 4  附 2 3  

公 衆 電 気 通 信 伝 送 網 ・ サ ー ビ ス へ の ア ク セ ス ・ 利 用 に 関 す る 措 置 等 の 透 明 性  附 4            附 1 6  1 2 9  1 0 . 1 9  附 11  1 3 . 2 2  8 . 5 3   附 1 5  8 . 5 3  附 1 6  

[ 2 5 ]技 術 中 立 性                 1 3 . 2 3      附 2 1  

国 際 標 準 の 促 進  附 7             1 3 1  1 0 . 2 3  附 1 3  1 3 . 2 5  8 . 5 5   附 1 7  8 . 5 5  附 1 7  

[ 2 7 ]規 制 執 行 の 差 し 控 え                 1 3 . 3       

協 力  附 6  11 2 , 11 3                     

デ ジ タ ル 貿 易 ル ー ル                       

電 子 的 送 信 へ の 関 税 不 賦 課           7 6     1 3 . 3  9 . 3  1 4 . 3  8 . 7 2  7   8 . 7 2  1 2 . 11  

[ 3 3 ]デ ジ タ ル プ ロ ダ ク ト の 無 差 別 待 遇           7 3     1 3 . 4  9 . 4  1 4 . 4   8     

[ 3 6 ]電 子 商 取 引 関 係 法 等 の 透 明 性                      1 2 . 1 2  

[ 3 4 ]電 子 的 送 信 サ ー ビ ス の 無 差 別 待 遇           7 4        8 . 7 4    8 . 7 4   

[ 3 5 ]電 子 商 取 引 の 不 当 な 禁 止 ・ 制 限 の 禁 止           7 5 ,約        8 . 7 5    8 . 7 5   

[ 3 7 ] U N C I T R A L モ デ ル 法 準 拠 （ 電 子 商 取 引 の 法 的 効 果 の 許 容 ）                 1 4 . 5  8 . 7 6  9   8 . 7 6  1 2 . 1 0  

[ 3 8 ]大 き な 負 担 と な ら な い 国 内 規 制           7 7     1 3 . 5  9 . 9        

[ 3 9 ]電 子 認 証 の 合 法 性           7 8      9 . 5  1 4 . 6  8 . 7 7  1 0   8 . 7 7  1 2 . 6  

[ 4 0 ]オ ン ラ イ ン 消 費 者 保 護           附 9 ,  8 0      9 . 6  1 4 . 7  8 . 7 8  1 4   8 . 7 9  1 2 . 7  

[ 4 1 ]個 人 情 報 保 護           附 9       1 4 . 8   1 5   8 . 8 0  1 2 . 8  

[ 4 2 ]貿 易 文 書 の 電 子 化       5 7 - 6 1    5 7 - 5 9  7 9      9 . 8  1 4 . 9      1 2 . 5  

[ 4 3 ]ネ ッ ト ワ ー ク 中 立 性                 1 4 . 1 0     8 . 7 8   

[ 4 4 ]国 境 を 越 え た 情 報 の 移 転 の 許 可                9 . 1 2 V  1 4 . 11  ( 8 . 8 1 )  

* 8  

11   8 . 8 4  1 2 . 1 5  

* 1 3  

[ 4 5 ]サ ー ビ ス 提 供 者 間 の イ ン タ ー ネ ッ ト 国 際 接 続 協 議 の 確 保                 1 4 . 1 2       

[ 4 6 ]コ ン ピ ュ ー タ 関 連 設 備 の 自 国 内 利 用 ・ 設 置 要 求 の 禁 止                9 . 1 0  1 4 . 1 3   1 2 ,  1 3   8 . 8 5  1 2 . 1 4  

* 1 3  

[ 4 7 ]要 求 さ れ て い な い 商 業 上 の 電 子 メ ッ セ ー ジ の 規 制             附 1 7   1 0 . 2 0  9 . 7  1 4 . 1 4  8 . 7 9  1 6   8 . 8 1  1 2 . 9  

[ 4 8 ]情 報 交 換 、 協 力   11 2 ,  1 1 3         8 2 ,  附 1 0     1 3 . 1 0  9 . 1 2  1 4 . 1 5  8 . 8 0    8 . 8 3  1 2 . 4 , 1 6  

[ 4 9 ]サ イ バ ー セ キ ュ リ テ ィ 協 力                 1 4 . 1 6  8 . 8 0  1 9   8 . 8 3  1 2 . 1 3  

[ 5 0 ]ソ ー ス コ ー ド 移 転 ・ ア ク セ ス 要 求 の 禁 止                9 . 11  1 4 . 1 7  8 . 7 3  1 7   8 . 7 3   

[ 5 1 ]民 間 部 門 の 自 主 的 規 制 の 奨 励           8 1             

[ 5 2 ]コ ン ピ ュ ー タ を 利 用 し た 双 方 向 サ ー ビ ス に 係 る 責 任 制 限                   1 8  * 9     

[ 5 3 ]政 府 の 公 開 さ れ た デ ー タ へ の ア ク セ ス 確 保                   2 0   8 . 8 2   

ネ ッ ト 知 的 財 産 保 護 ル ー ル                       
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[ 5 4 ]イ ン タ ー ネ ッ ト ド メ イ ン ネ ー ム 割 当 の 適 正 手 続 き                 1 8 . 2 8  1 4 . 3 9 . 2    1 4 . 4 4 . 2  11 . 5 5  

[ 5 5 ]サ ー ビ ス プ ロ バ イ ダ の 責 任 制 限 (ノ ー テ ィ ス ア ン ド テ イ ク ダ ウ ン )                       

[ 5 6 ]サ ー ビ ス プ ロ バ イ ダ の 責 任 制 限 (概 括 的 規 定 )     1 2 2Ⅱ * 1 0       1 2 6    1 8 5  1 6 . 1 6   1 8 . 8 2  

* 11  

   1 4 . 5 9   

①  新たな時代における経済上の連携に関する日本国とシンガポール共和国との間の協定 (日星 EPA ) (2 0 0 2 年 11 月

発効 , 2 0 0 7 年 9 月改正議定書発効 )  

②  経済上の連携の強化に関する日本国とメキシコ合衆国との間の協定 (日墨 EPA )(2 0 0 5 年 4 月発効 , 2 0 0 7 年 4 月追

加議定書発効 , 2 0 1 2 年 4 月改正議定書発効 )  

③  経済上の連携に関する日本国政府とマレーシア政府との間の協定 (日マレーシア E PA) (2 0 0 6 年 7 月発効 )  

④  戦略的な経済上の連携に関する日本国とチリ共和国との間の協定 (日チリ EPA ) (2 0 0 7 年 9 月発効 )  

⑤  経済上の連携に関する日本国とタイ王国との間の協定 (日タイ EPA ) (2 0 0 7 年 11 月発効 )  

⑥  経済上の連携に関する日本国とインドネシア共和国との間の協定 (日インドネシア EPA )(2 0 0 8 年 7 月発効 )  

⑦  経済上の連携に関する日本国とブルネイ・ダルサラーム国との間の協定 (日ブルネイ EPA) (2 0 0 8 年 7 月発効 )  

⑧  経済上の連携に関する日本国とフィリピン共和国との間の協定 (日フィリピン E PA) (2 0 0 8 年 1 2 月発効 )  

⑨  日本国とスイス連邦との間の自由な貿易及び経済上の連携に関する協定 (日スイス EPA )(2 0 0 9 年 9 月発効 )  

⑩  経済上の連携に関する日本国とベトナム社会主義共和国との間の協定 (日越 EPA) ( 2 0 0 9 年 10 月発効 )  

⑪  日本国とインド共和国との間の包括的経済連携協定 (日印 EPA) (2 0 11 年 8 月発効 )  

⑫  経済上の連携に関する日本国とペルー共和国との間の協定 (日ペルー EPA) (2 0 1 2 年 3 月発効 )  

⑬  経済上の連携に関する日本国とオーストラリアとの間の協定 (日豪 E PA )(2 0 1 5 年 1 月発効 )   

⑭  経済上の連携に関する日本国とモンゴル国との間の協定 (日蒙 EPA ) (2 0 1 6 年 6 月発効 )  

⑮  環太平洋パートナーシップ (TP P)協定 (2 0 1 6 年 2 月署名 )、環太平洋パートナーシップ協定に関する包括的及び

先進的な協定 (CPT PP 協定 ) ( 2 0 1 8 年 12 月より順次発効 )  

⑯  経済上の連携に関する日本国と欧州連合との間の協定 (日 EU E PA )(2 0 1 9 年 2 月発効 )  

⑰  日本国とアメリカ合衆国との間の貿易協定 (日米貿易協定 )、デジタル貿易に関する日本国とアメリカ合衆国と

の間の協定 (日米デジタル貿易協定 ) (2 0 2 0 年 1 月発効 )  

⑱  包括的な経済上の連携に関する日本国及び東南アジア諸国連合構成国の間の協定 (日 ASE AN・ EPA) (2 0 0 8 年 1 2

月から 2 0 1 0 年 7 月にかけて順次発効。サービスの貿易章の規定を盛り込む第一改正議定書は、 2 0 2 0 年 8 月に

日本等について発効、 2 0 2 2 年 2 月に全署名国について発効。 )  

⑲  包括的な経済上の連携に関する日本国とグレートブリテン及び北アイルランド連合王国との間の協定 (日英

EPA) (2 0 2 1 年 1 月発効 )  

⑳  地域的な包括的連携 (RCEP )協定 (2 0 2 2 年 1 月より発効 )  

 

註： GATS の「附」は電気通信附属書、「約」は約束表、「参」は約束表で参照されている参照文書、①の「約」は附

属書Ⅳ C、「附」は附属書Ⅳ B、②の「約」は附属書６、７、③の「約」は附属書６ (An n ex  6  Pa r t  1 )、④の「約」は

附属書６、７、⑤の「約」は附属書５、⑥の「約」は附属書８、⑦の「約」は附属書７、⑧の「約」は附属書６、

⑨の「附」は附属書７、「約」は附属書３、⑩の「約」は附属書 5、⑪の「附」は附属書５、「約」は附属書６、⑫

の「約」は附属書６、⑭の「附」は附属書 5、⑱の「附」は第 6 章の附属書 B、⑳の「附」は、附属書 8 B。  

* 1：努力規定。  

* 2：カンボジア、インドネシア、ラオス及びミャンマーについては、適用しない。  

* 3：ダイヤリング・パリティについては規定せず、電話番号使用の非差別のみについて規定。  

* 4：フィリピンは、専用線の [6 ]再販売の許容は認めない。  

* 5：自国の法令で規定する範囲内で対応することとする規定。  

* 6： CPTPP で一部凍結。  

* 7：ベトナムは、海底ケーブル陸揚局内のコロケーションは認めない。  

* 8：規定の必要性についての再評価をする旨の規定。  

* 9：交換公文により、日本の義務は [5 6 ]と異ならないものとなった。  

* 1 0： ISP の責任の制限に関する「適切な措置」を定めるとする規定。  

* 11： CPTPP で凍結。  

* 1 2：認可の接続約款と接続協定とを選択できる規定としている。  

* 1 3：国家安全保障上の措置を例外として認め、その措置の是非については国家間で争うことができないものとする。 

* 1 4：自国の法令で許容するかどうかを決定することができるとする規定。  

 

 

 
 

 

 
 

 (各協定から筆者作成 ｡ )  

 

 

  


